


消費税 原発ゼロ憲 法

県
民
の
声
ま
っ
す
ぐ
届
け
る

共
産
党
５
人
の
県
議
団

神山悦子県議
（郡山市）

教 育

宮
川
県
議
は
、
「
憲

法
９
条
改
定
反
対
の

意
見
書
」
に
つ
い
て
、

共
同
通
信
の
国
民
世

論
調
査
で
も
９
条
へ
の
自
衛
隊
明
記
に
55
％
は
反

対
、
賛
成
は
30
％
、
参
院
選
後
の
国
政
に
望
む
政

策
課
題
は
社
会
保
障
が
54
％
、
憲
法
改
正
は
わ
ず

か
７
％
に
過
ぎ
な
い
こ
と
を
示
し
、
意
見
書
は
可

決
す
べ
き
と
述
べ
ま
し
た
。
参
院
選
挙
の
結
果

は
、
改
憲
勢
力
が
発
議
に
必
要
な
３
分
の
２
を

割
り
込
み
ま
し
た
。
国
民
が
望
ま
な
い
改
憲
は

断
念
す
べ
き
で
す
。

消
費
税
増
税
に
反
対
す
る
意
見
書
に
つ
い

て
、
７
月
の
日
銀
短
観
で
も
景
気
は
悪
化
、
本

県
は
全
国
よ
り
も
さ
ら
に
悪
化
し
て
お
り
、
増

税
は
す
る
べ
き
で
は
な
く
、
県
民
生
活
と
中
小

事
業
者
を
守
る
べ
き
と
述
べ
ま
し
た
。

今
議
会
は
、
憲
法
、
日
米
地
位
協
定
な
ど
の
国
政
問
題
に
加
え
、
原
発
ゼ
ロ
、
消
費
税
、

学
校
給
食
費
、
介
護
、
保
育
な
ど
県
民
生
活
に
か
か
わ
る
切
実
な
要
望
の
採
決
が
行
わ
れ
、

自
民
・
公
明
な
ど
の
反
対
で
軒
並
み
否
決
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
中
で
、
憲
法
９
条
改
定
反

対
で
は
社
民
、
立
憲
の
議
員
が
、
消
費
税
10
％
増
税
反
対
で
は
国
民
民
主
を
含
む
県
民
連
合

が
会
派
と
し
て
共
産
党
と
共
同
し
て
賛
成
し
、
県
議
会
で
も
一
部
共
闘
が
実
現
し
ま
し
た
。

阿部裕美子県議
（伊達市・伊達郡）

宮川えみ子県議
（いわき市）

宮本しづえ県議
（福島市）

吉田英策県議
（いわき市）

要
望
を
受
け
議
会
で
取
り
上
げ
る

〈
宮
川
え
み
子・吉
田
え
い
さ
く
県
議
〉

宮
川
、
吉
田
両
県
議
は
、
６
月
４
日
、
福

島
市
が
独
自
に
75
歳
以
上
の
高
齢
者
に
市
内

の
バ
ス
や
飯
坂
電
車
を
無
料
化
し
、
大
変
喜

ば
れ
て
い
る
「
も
も
り
ん
シ
ル
バ
ー
パ
ス
」

に
つ
い
て
調
査
し
ま
し
た
。
二
本
松
市
で
も

今
年
の
４
月
か
ら
同
制
度
が
ス
タ
ー
ト
し
て

い
ま
す
。

吉
田
英
策
県
議
は
、
市
民
の
要
望
を
受
け

６
月
議
会
で
高
齢
者
の
移
動
手
段
確
保
に
つ

い
て
、
市
町
村
を
支
援
す
る
よ
う
求
め
ま
し

た
。
県
に
は
バ
ス
代
無
料
化
へ
の
補
助
は
あ

り
ま
せ
ん
。
自
治
体
バ
ス
や
乗
り
合
い
タ
ク

シ
ー
の
支
援
の
他
、
一
般
の
タ
ク
シ
ー
利
用

に
補
助
す
る
自
治
体
に
対
し
て
県
が
助
成
し

ま
す
が
、
今
年
は
わ
ず
か
６
つ
の
自
治
体
だ

け
。
い
わ
き
市
は
申
請
し
て
い
ま
せ
ん
。

県
は
、
全
市
町
村
を
対
象
に
、
バ
ス
や
タ

ク
シ
ー
な
ど
の
高
齢
者
の
移
動
手
段
確
保
に

本
腰
を
入
れ
て
取
り
組
む
べ
き
で
す
。

【6 月 1 日 常磐地区議会報告会】
医療や年金、バス代無料化などの要望
が出されました。

【6 月 4 日 福島市のバス代無料化等を調査】
←福島市で発行しているももりんシルバーパスポート

6 月 14 日 県漁連専務と汚染水問題等で懇
談する宮川、吉田両県議。

6 月 13 日 いわき海星高校を訪問し高校
統廃合問題で懇談する宮川、吉田両県議。

【5 月 18 日 内郷地区で議会報告会】
報告会のなかで宮川の堆積土砂撤去の要
望を受けました。6 月 14 日に現地調査を
行い質問でも取り上げました。

高齢者のバス代無料化支援を

討論にたつ宮川県議
（7月4日）

討
論

～ お 知 ら せ ～
家庭用太陽光発電蓄電設備、
電気自動車充電設備に新たな補助制度
県は、今年の 11 月から蓄電設備に対

して１KW 当たり 4 万円、20 万円を上

限に補助する制度を創設、電気自動車充

電設備には定額 10 万円を補助します。

11 月から申し込みを開始。

申し込みは県再生可能エネルギー推

進センター(024‐526‐0070)へ。

改
憲
反
対
が
国
民
の
声

県
民
の
願
い
届
け
る
日
本
共
産
党

否
決
す
る
自
民
・
公
明

ｖｓ


